
令和８年６月 

 

学校関係者評価報告書 

 

学校法人 名古屋大原学園 

大原簿記情報医療専門学校静岡校 

学校関係者評価委員会 

 

令和8年3月に実施しました自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いました。「Ⅰ

教育理念、目的及び目標」以下６項目にわたり、学内で評価された問題点とその改善のための方策に関す

る関係者からの評価と助言を掲載します。なお、関係者からの評価と助言を踏まえ、改善のための方策を順

次実施しています。 

 

Ⅰ教育理念、目的及び目標 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている100％」であり、適切という評価であった。 

なお、「社会の変化に柔軟に対応していくために外部の方の意見等も聞き、カリキュラムの改善をおこなっ

ているが、業界の求める人材の育成を常に考えていかなければならない」「学生個々に浸透させるのが困難で

ある」という意見があった。 

 

【今後の改善方策】 

学園では『①早期大人化教育：精神的・経済的な独立意識と社会やクラスの形成者意識の養成』『②学科の

専門教育：資格試験に合格する能力と就職に必要な能力の養成』の教育目標実現に向けて、学科ごと人物像を

以下の通り描いている。 

公認会計士税理士科 

「目指せ！一流の職業会計人」高い財務知識が一流の会計人を育て、一流の会計人が企業を強くする。 

総合ビジネス科 

「高めよう！ビジネス総合力」企業を支えるマルチな力を磨き、就職戦線を一歩リードする。 

医療事務科 

「目指せ！根っからの医療人」医療機関の顔に相応しい、一流の専門知識と思いやりの心を身に付ける。 

学生・保護者等への周知は、入学前後の説明会やオリエンテーションなど多くの機会を設けているが、更に

校長、学科責任者、担任、授業担当者で教育目標や目指す人物像について、ホームルームや講演などでも話題

に挙げて、意識付けを図っていく。 

 

【関係者評価】 

教職員全員が最高評価を付けた本項目は、教育理念・目的・目標が全教職員に広く共有されていることを示

しており、高く評価できる。また、毎週の朝礼における理念唱和や、入学前後のガイダンスを通じた学生・保

護者等への丁寧な周知も、理念浸透に向けた継続的な取り組みとして評価に値する。 

そして、これらをより実効性あるものとするために、「理念が実践に結びついているか」を測る具体的な指

標を設けることをお勧めする。たとえば、学生アンケートなどを活用し、理念が日々の教育活動にどう体現さ

れているかを可視化する仕組みの構築が有効である。理念の浸透は継続的な取り組みによってこそ深化するも

のであり、今後の組織文化の醸成に向けた取り組みに期待する。  



Ⅱ教育課程、教育の実施、学修成果 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている92.2％、概ね満たしている7.8％」であり、概ね適切という評価であった。 

なお、「実技・実習授業は本校の教育の中核を成すものであるが、担当教育間において指導内容や到達度評

価に差異が生じないよう教育の質の均一化が大切」「職業能力の修得についての目標達成をより高くする為の

工夫が必要」「学生が望む進路が多岐に渡るため、全てを網羅しようとすると、学生によっては不要な学習も

出てくる恐れがある」「学生が望む志望分野へ早期内定をいただけているが、早期離職に至ってしまう学生も

散見される」「今後の社会のニーズ、学生の考え方に対し柔軟な対応が必要」という意見があった。 

 

【今後の改善方策】 

学習成果の向上、学生満足度向上に向け、以下の改善を推進する。 

①指導の質的向上と標準化を図るために指導法や評価基準を共有する定期的な教員研修を実施し、指導力の底 

上げおよび授業運営の統一を図る。 

②目標達成をより高くするために担当職員の持ち回りによる領域の拡大を図る。 

③学生にとって必要な学習や習熟度に合わせた選択授業が展開できることためのカリキュラムを検討する。 

④早期離職等の抑制に繋げるためにOB・OG講演や企業連携による実習などの機会を増やし、ミスマッチを防ぐ。 

⑤企業・医療機関や学生との密なコミュニケーションを図り、新しい情報の確保や職員の思い込み防止を図る。 

⑥インターンシップ先の開拓・拡充をすすめる。 

 

【関係者評価】 

「教育課程の編成と授業科目」および「企業等と連携した実習・演習等」については概ね高評価となってお

り、系統性・段階性に配慮した教育課程の編成と、職業実践専門課程としての産学連携教育が適切に機能して

いることは高く評価できる。 

一方、「学習成果目標の達成状況」では一部に「概ね満たしている」との評価があり、「学修成果目標の達

成状況」や「進路実現」において改善の余地が示唆されている。 

改善方策として示された指導の質的向上と標準化を図るための指導法や教員研修、授業領域の拡大、学生満

足度を高めるためのカリキュラム検討など、整備は適切な方向性であると思う。 

進路支援については、入学時からのキャリア教育の計画的実施という方針は適切であるが、具体的な目標数

値や達成時期を設定し、学生一人ひとりの状況を組織全体で共有・管理できる体制の構築をお勧めする。 

  



Ⅲ学生の受入れ、学生支援 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている83.7％、概ね満たしている15.7％、満たしていない0.6％」であり、概ね適切という

評価であった。 

なお、以下のような意見が挙がっている。 

・バリアフリーになっている場所が少ない 

・メンタルに問題を抱える学生が増えているため、校舎の環境や教職員教育・研修などハード・ソフト両面 

の整備を図る必要がある 

・留年者や退学希望者との面談等は、学生・保護者が本音を話せる環境を整えると良いと思う 

・授業料に含まれていない検定受験料等が負担となる学生がいると感じる 

 

【今後の改善方策】 

バリアフリー化に取り組んでいくが、校舎建築後30年超となり、エアコンの入替、トイレの改修、外壁落下

対応工事などを行っていることにより修繕費が増大している現状がある。優先順位や費用面も考慮したうえで、

計画的にバリアフリー化を図ることとする。 

スクールカウンセラーは以前静岡キャンパスに配置していたが、利用件数がかなり少なかったことから、名

古屋キャンパスに配置し、オンラインで相談できる体制となった。カウンセラーに相談できるということを周

知し、活用を促進することで、担任や授業担当者の負担軽減を図る。また、教職員のカウセラー資格取得支援

とともに教員研修を通じて、発達特性や心理的支援に関する理解を深め、学習継続を支える包括的な支援体制

の整備を推進する。 

なお、退学防止策として、毎年実施している入学直後の個別面談により学生一人ひとりの状況を把握し、必

要な範囲で発達障害等に関連する情報の共有にも努める。 

令和7年度は学生とのコミュニケーションを深める研修を実施したが、学生の相談受入体制として、担任以

外の教職員もさらに学生とコミュニケーションを取るような機会を増やしていく。 

学生の特性や学習状況に応じた段階的支援体制の構築に向け、少人数制指導の検討や補習体制の充実ならび

に教員間での情報共有のさらなる強化を図る。また、教育課程の見直しとともに人的配置を工夫し、学習支援

員となる要員を検討していく。 

検定料等を学費に含める意見もあったが、受験については学校取りまとめのものと個人申込に分かれ、また、

学科ごとに必要とする金額も異なること等から、早期の実現は難しい。 

 

【関係者評価】 

「学生募集・入学者選抜・収容定員の管理」「自主的な学習の促進に対する支援」「キャリア・就職支援」

において概ね高評価となっており、学生を受け入れる体制と学習促進・進路実現を支える支援体制が、総合的

に適切に整備・運用されていることは評価できる。 

一方、過半数が「概ね満たしている」と評価した「カウンセラーの配置・相談室の設置等の環境整備」につ

いてであるが、カウンセラー制度はすでに導入されていることは評価できるが、精神的な問題を抱える学生が

年々増加している現状においては、制度の存在にとどまらず、学生が気軽に相談できる雰囲気づくりや利用促

進に向けた働きかけなど、カウンセラー制度をより効果的に活用するための取り組みが今後の重要な課題だと

考える。 

カウンセラーと担任・教職員が日常的に情報共有できる連携体制を整備し、学生の状況を組織全体で把握・

対応できる仕組みの構築をお願いしたい。 

  



Ⅳ教育実施組織・教員 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている88.2％、概ね満たしている11.8％」であり、概ね適切という評価であった。 

なお、以下のような意見が挙がっている。 

・教員の年齢層に偏りがみられるため、次世代への円滑な引継ぎに向けた取り組みが必要である 

・将来的な組織の活性化に向けて、若手・新規教職員の採用を積極的に検討していくことを期待する 

・安定した教育環境の維持のため、教員一人ひとりの負担に配慮しつつ、緊急時にも柔軟に対応できる体制 

や専門分野における業務バランスの平準化についても引き続き検討が必要と考える 

・担当科目に対して担当者が1名の授業科目があるため、更なる連携・協力体制が必要である 

・教員の専門性向上を目的とした外部研修や企業連携型研修の実施機会が、近年は限定的となっている。 

社会や業界動向が変化する中で、継続的に最新実務に触れる機会を安定的に確保することが必要と考える 

・教員の研修活動への支援が充実している 

 

【今後の改善方策】 

教職員の募集についてはこれまでも継続的に行ってきたが将来的な組織活性化のため、募集活動をさらに活

発にし、人材の確保に努める。 

なお、これまでは各キャンパスの地域性により教育課程を編成してきたが、令和8年度からの単位制移行を

機会に学園内同一学科の学習科目を統一とする予定である。これにより、人的配置や同一科目担当者間での情

報共有と指導力向上も可能になるため教育課程の再編成を推進していく。 

また、現在行われている外部研修や企業連携研修も見直しによる充実を図ることで、研修への計画的な参加

や情報共有の場を設けることで、組織的・継続的な指導力向上体制の整備を図る。 

 

【関係者評価】 

教員の配置・募集・採用、教員の組織編成等、教員の資質向上のすべての項目において概ね高評価となって

おり、組織運営の基盤が適切に構築されていることは評価する。 

改善方策として示された将来的組織活性化の人材の確保、教育課程の再編成、組織的・継続的な指導力向上

体制の整備は、現状の課題に正面から向き合った適切な方針である。これらの取り組みを継続的・計画的に実

施し、教員個人の成長と組織全体の教育力向上を両立させる体制の確立に期待する。 

  



Ⅴ教育環境 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている89.9％、概ね満たしている9.2％、満たしていない0.9％」であり、概ね適切という

評価であった。 

なお、以下のような意見が挙がっている。 

・自由に閲覧できる図書コーナーが設けられているが、学生利用の様子を見かけることは少ないため、一層 

の環境整備を図るべき 

・必要な施設への柔軟な対応。現在では、個人で様々な情報を収集できるので必ずしも図書室が必要とは思 

わないが、学生が他に必要な施設があれば検討も必要と考える 

・定期的な設備等の補修及び修繕を実施しているが、今後も計画的に実施が必要である 

・トイレやエアコン、カーペットなど、施設の補修が日々行われているため、学生が過ごしやすい環境にな 

っているのではないかと思う 

・給水設備（水飲み場）など、環境面での充実を図るべき 

・昼休みに一人で過ごす学生への心理的配慮が十分とは言えず、安心して利用できる居場所づくりに対して 

改善の余地がある 

 

【今後の改善方策】 

図書コーナーのあり方とともに書籍の更新等により学生利用の促進を推進する。 

施設改修・設備の更新の継続とともに生活環境の更なる整備を進める。また、一人でも安心して利用できる

スペースの検討により多様な学生が安心して学生生活を過ごせるよう推進する。 

防災訓練内容の見直しと防災体制の点検・整備を進める。 

 

【関係者評価】 

「教育環境の整備」「安全対策・防災組織」「施設・設備の点検、整備等」について概ね高評価となってお

り、教育環境の基盤となる安全管理・施設管理が適切に機能していることは評価できる。また、学生の安全を

最優先に捉えた組織的な取り組みが着実に定着していることが確認された。 

一方、「教育環境の整備」の図書室の設置については、それぞれ半数が「概ね満たしている」、1名が「満

たしていない」と評価しており、書籍充実とスペースの確保が課題として浮き彫りになっている。 

学生が日々の学修活動をより充実させるための環境整備の計画的な改善に期待する。アンケートや意見収集

の仕組みを定期的に整備し、学生の声を具体的な環境改善に反映させるサイクルを確立することを検討し、安

全・安心な教育環境のさらなる充実に向けた継続的な取り組みをお願いしたい。 

  



Ⅵ教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【評価結果の分析】 

評価は、「満たしている96.7％、概ね満たしている3.3％」であり、概ね適切という評価であった。 

なお、以下のような意見があった。 

・専門課程は18歳人口の減少や大学全入などにより、また社会人講座はＡＩを活用した個別最適化ラーニン 

グやスマホ完結型のサービスの普及などにより、当校を取り巻く環境は厳しさを増している 

・教育課程編成委員会等を通じて外部の方の意見を取り入れて改善を行う 

・学校評価のために自己点検の実施と結果の共有が行われているが、評価結果を教育活動へ確実に反映させ 

る継続的な検証体制の確立が必要である 

 

【今後の改善方策】 

学園としての教育目標実現のため、専門課程では①単位制移行に伴うカリキュラム等の整備②通信制学科の

開設③留学生の受け入れ拡大を掲げ、社会人講座では①学内講座の再編②大学講座の効率的運営及び開拓③収

益力の高い業務受託を掲げ、教職員には担当可能な業務能力の拡大とデジタル講義力の向上を目標として、令

和8年度の運営を行っていく。 

また、学校関係者評価委員会及び教育課程編成委員会など外部関係者の意見や情報を参考に学校運営の改善

をするとともに教育活動・学修成果・学校運営の状況等の公表を継続する。 

 

【関係者評価】 

財務基盤の確立、学校運営の組織体制、学校関係者評価委員会・教育課程編成委員会の適切な開催、学校評

価結果の公表と改善への組織的取り組み、情報公表など、多くの項目において全員が最高評価をつけており、

学校運営の基盤と評価・改善サイクルが着実に整備・機能していることは高く評価できる。特に職業実践専門

課程として求められる教育課程編成委員会の年2回以上の開催が適切に実施されている点は、産学連携による

継続的な教育改善への真摯な姿勢の表れとして評価に値する。 

「中長期的計画の具体的内容」については、人口減少・少子化という避けがたい社会環境の変化を踏まえる

と、中長期計画の実効性を高めることは貴校の持続的発展において喫緊の課題といえる。 

数値目標や達成時期を明示した具体的な行動計画への落とし込みを強くお勧めする。 

  



学校関係者評価委員会 
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